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平成１９年度業務実績評価調書：独立行政法人鉄道建設･運輸施設整備支援機構 
 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 
 

 
項 目 評定結果 評定理由 意見 

番号 中期計画 平成１９年度計画    

 １．業務運営の効率化に関する目標

を達成するためにとるべき措置 

 
 

 

 

 

 

 （１）総括的業務 

① 業務の統合のメリットを生か

し、陸上運送、海上運送及び航

空運送に対する国民の需要の高

度化、多様化等に的確に対応で

きる組織とする。 

ア 総務、経理等の共通管理部門

の統合 

イ 総合的な企画調査体制の確立 

ウ 政策課題に対応した機能別組

織への転換、部横断的な業務運

営の推進 

・広報・情報提供機能の整備 

・財務・施設管理機能の整備 

・技術支援機能の整備 

エ 鉄道建設業務に特化した円滑

かつ迅速な実施体制の確立 

 

 

 

 

― 

（既に中期目

標を達成した）

  

１ オ 技術支援、国際協力等部横断

的な業務運営に関する評価の

実施 

バランス・スコアカード手法に

よる試行を継続しつつ、課題、改

善点の整理を行い、部横断的業務

への取組みによる成果についてと

りまとめる。 ３ 

・バランススコアカードの手法

を国際協力にも応用しており、

順調と評価できる。 

 

 

 

 

 

単純な点数でなく、公共交通促

進の観点から本質的に必要な項

目にも留意が必要である。 
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２ ② 効率性の高い業務運営 

ア  

・一般管理費について、中期目

標期間の最後の事業年度に

おいて、特殊法人時の最終年

度（平成１４年度）比で１

３％程度に相当する額を削

減する。 

・特に船舶共有建造業務及び技

術支援業務については重点

集中改革期間に関係３部を

再編し、職員を５０名台にす

る。 

・中期目標期間最終年度に１６

年度比で１割削減、重点集中

改革期間中に累計８億円の

一般管理費削減を見込んで

いることから、このための措

置を実施する。 

 

 

一般管理費については、平成

19 年度において平成 14 年度比

で 13%程度に相当する額の削減

を達成する。 

特に船舶共有建造業務及び技術

支援業務については、見直し方針

を踏まえ、人件費削減、経費節減

等により、一般管理費の削減を着

実に実施する。 

３ 

・平成 18 年度に目標達成し、

その後の推移も順調である。 

 

３ イ 事業費について、中期目標期

間の最後の事業年度において、

特殊法人時の最終年度（平成１

４年度）比で１５％程度に相当

する額を削減する。 

事業費については、平成 19 年

度において平成 14 年度比で

15%程度に相当する額の削減を

達成する。 
３ 

・平成 18 年度に目標達成して

いるが、既にギリギリのところ

からさらに-1.2％の削減は評

価できる。 

 

 

 

 

 

４ ウ 常勤職員数については、事業

規模、事業内容等業務の実情に

応じて必要な人材を確保する

とともに、人員の適正配置等適

切な管理を図る。さらに業務運

営の効率化、外部能力の活用に

よる計画的削減等により中期

目標期初の常勤職員数１，８９

１人を中期目標期末までに１，

常勤職員数については、中期計

画の内容を達成する。さらに、国

家公務員に準じた人件費削減とし

て、平成 17 年度を基準として、

平成 1９年度末においては、概ね

２％以上の人件費（退職手当等を

除く）を削減するとともに、国家

公務員の給与構造改革を踏まえ

て、役職員の給与について必要な

３ 

・人件費削減については、目標

を達成しており、評価できる。

 

 

・技術力の向上と維持に影響が

出ないように留意する必要があ

る。 

 

・ラスパイレス指数が高い理由

と今後の対応について十分な説

明が必要である。その上で、人

件費削減については、国民の視

点に立った見直し等を行い、引
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７７０人以下とする。さらに、

｢行政改革の重要方針｣（平成

17年 12月 24日閣議決定）

を踏まえ、国家公務員に準じた

人件費削減として、平成17年

度を基準として、平成18年度

から平成 22 年度までの 5 年

間において、人件費（退職手当

等を除く。）について 5％以上

の削減を行うこととし、現中期

目標期間においては、概ね2％

の人件費を削減するとともに、

国家公務員の給与構造改革を

踏まえて、役職員の給与につい

て必要な見直しを進める。 

見直しを進める。 き続き、給与水準の適正化の努

力を図るべきである。 

５ エ 弾力的な組織の編成、運営の

効率化、地方支社支部組織の体

系化・集約化、人員配置の重点

化・効率化等を図る。 

平成 1９年度における組織体制

に関する計画に従い、弾力的な組

織の編成、運営の効率化、人員配

置の重点化・効率化等を図る。 

３ 

事業の内容に応じて改変がなさ

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ オ 職員の資質向上、意識改革に

当たっては、機構の目的の実現

を目指し、研修の強化、技術能

力評価、マニュアルの整備等を

図る。 

研修の強化を図る。また、各種

業務マニュアル等の点検、整備を

行う。 

３ 

努力が継続的になされている。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内部統制に関する取組みとして

規程制定や研修を実施している

点は評価できる。システムを的

確に運用するとともに、倫理行

動規程等の検討も実施された

い。 
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７ カ 人事システムの改善に当た

っては、人事交流の拡大、人事

運用の統合の促進、公募任用の

活用等を図る。 

統合組織としての職員個々のキ

ャリア形成及び職員意識の一体化

のための人事運用を引き続き実施

する。また、中途採用等様々な手

法による優秀な人材確保を引き続

き実施するとともに、技術の継承

のため、退職した職員の新たな再

雇用制度の構築について検討を進

める。 

 なお、人事評価制度の見直し、

改善を引き続き推進する。 

３ 

社会人の採用、旧法人の枠を超

えた人事異動等、努力がなされ

ている。 

民間との相互の出向も効果的で

はないか。 

８ キ 業務処理の電子化、情報化 

 

電子入札の更なる運用の拡大を

図るため、鉄道建設の機械装置等

の製造請負契約に係る競争入札に

ついて、平成１９年度中に本格運

用を図る。 

また、新設する鉄道建設所への

ＣＡＬＳ導入、各種業務システム

の開発・改良等を継続実施し、業

務処理の一層の電子化、情報化を

推進する。 

さらに、ネットワーク設備につ

いては、機能充実と効率化向上に

向け、サーバの集約を図るととも

にサーバセンター化計画を推進す

る。また、セキュリティ確保の強

化対策を継続実施する。 

３ 

順調に機能している。  

９ （２）鉄道建設業務 

① 鉄道建設コスト縮減 

・機構独自の「コスト構造改革プ

ログラム」を策定する。 

・平成１５年度から５年間の対象

期間中に、平成１４年度と比較

して、１５％以上の総合的なコ

スト縮減を達成する。 

 

 

「コスト構造改革プログラム」

に示した具体的施策の実施状況を

検証しつつ、施策の確実な実施を

図り、平成１４年度と比較して、

１５％以上の総合的なコスト縮減

を達成する。 

現場状況等に応じた創意工夫な

４ 

・最大２７％の大きなコスト縮

減がなされている。かつ、建築

や電気など、成果の領域が広が

っており、更なる努力が見られ

る。 

 

・ハイブリッド鉄道駅への貢献

など成果が見られる。しかし、

今後の駅建設において、どこま

・ライフサイクルコスト縮減事

例に関しては，既存設備の更新

時にも適用できないか。また、

ライフサイクルコストを評価に

入れた場合、更新寿命以前に新

しい技術を導入することによ

り、かえって電力量ロスの削減

によるコスト削減の可能性がな

いか検討することを望む。 
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どの個々の縮減策を抽出する。 

実施状況を「コスト縮減ＰＴ」

等において随時フォローアップ

し、平成 1９年度の実績の取りま

とめを行う。 

創意工夫に基づいた機構内の事

例集を作成する。 

機構においても採用可能な他

機関における事例収集を行う。 

でそれを浸透できるかが課題。

この駅の適用だけならば、開発

の意味は半減すると思われる。

 

・創意・工夫によるコスト縮減

と効率的工程管理の実施によ

り、目標を超える優れた総合的

コスト削減を達成していると評

価できる。 

 

 

・コスト縮減の評価方法自体に

ついての見直しが必要。 

 

・最近の資材コスト上昇にどの

ように対応しているのか説明す

べきである。 

１０ ② 鉄道施設の貸付・譲渡事業 

・毎年度貸付料及び譲渡代金の回

収計画額を設定し、当該計画額

の１００％の回収達成を図る。 

 

貸付料 949 億円・譲渡代金

834億円（予定金利等による見込

額）の回収達成を図る（譲渡代金

834億円の他に、民鉄線事業者の

意向による期限前返済が見込まれ

る）。 

３ 

適切である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ ③ 用地業務 

地元説明及び用地測量の適切

な実施、地権者との円滑な交渉

並びに地方公共団体等との緊密

な連絡を図り、取得計画の達成

を図る。 

④ 資産処分等業務 

・残存登記等のある未整理資産に

ついては、毎年度、整理工程表

を作成し､その進捗状況を明確

にする。 

・当該整理工程表の中期目標の期

末における達成を図る。 

 

用地、土木の各部門が一体とな

って約４４万㎡の用地取得を図

る。 

 

 

 

残存登記等の未整理資産につい

ては、地区別、作業項目別の整理

工程表を作成し、その進捗状況を

明確にするとともに、当該整理工

程表の計画の達成を図る。 

 

４ 

 

・難航地権者に対しては、工事

工程をふまえた着実な用地交渉

方式を創意・工夫により採用す

るといった協議努力を重ね、用

地取得率を大幅に増加させたこ

と、また都市計画事業について

は、土地収用法によらずに、都

市計画法に基づく事業認可によ

って用地取得期間を大幅に短縮

させたことは、いずれも優れた

成果であると評価できる。 

 

東北、九州新幹線において、2

年という大きな開業前倒しに貢

献している。 

事例に応じて都市計画法を活用

する試みについては評価でき

る。公共事業であり、かつ地球

温暖化対策であると位置づけ、

引き続き、行政側からの支援強

化が望まれる。 

１２ ⑤ 外部委託の推進  ３ 順調に推移している。 技術力の維持には留意すべきで
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用地取得業務、現場業務、施

工管理業務、債権回収業務など

を対象に、重要な判断を要しな

い定型的な業務全般について、

事業費等の削減に資する外部委

託が可能な業務を洗い出し、外

部能力活用の推進を図る。 

引き続き推進可能な部門の洗い

出しを行うとともに、業務量の変

動等に応じた効率的な運用を図

る。 

 

 

ある。 

１３ （３）船舶共有建造業務 

①対象の重点化 

貨物船について他に代替不可

能な船舶に限定するとともに、

旅客船についてもフェリーの建

造を原則廃止し、離島航路及び

これに準じる生活航路に就航す

る船舶等に重点化する。 

 

 

②外部委託の推進等による業務の

効率的実施 

船舶の建造審査及び船舶債権

管理及び債権回収業務を効率的

に実施する。 

ア  

・外部委託の推進に係る取り組み

を強化し、未収金発生の防止、

抑制を図る 

・既に発生した未収金については

的確な回収方策により適正な

回収処理を図る。 

 ・対策本部を設置し、関係者の連 

携・調整の強化と計画的な対策

の実施を推進する。 

 

 

 

船舶共有建造業務の対象を、貨

物船について、他に代替不可能な

船舶に限定するとともに、旅客船

についても、フェリーの建造を原

則廃止し、離島航路及びこれに準

じる生活航路に就航する船舶等建

造支援を行う政策的意義の高いも

のに重点化する。 

 

 

 

 

 

 

外部委託の推進に係る取り組み

を強化するとともに、未収金の最

小化を図る。 

さらに、リスケジュール計画の

策定、適切な法的処理を行い、計

画的かつ確実な未収金の回収を図

る。 

また、共有船問題対策本部にお

いて、関係者の連携・調整の強化

と計画的な対策の実施を推進す

る。 

３ 

重点化が有効に行われている。  

 イ 法的処理等に当たっては弁

護士等の外部の人材のノウハ

法的処理等に当たっては、弁護

士等の外部の人材のノウハウを十
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ウを十分に活用する。 分に活用することにより、船舶債

権の最大限の保全と回収を図る。

 （４）造船業構造転換業務 

業務の効率的執行を図り、造船

所跡地等に係る譲渡用資産管理費

を中期目標期間終了時までに１

３％以上抑制する。 

― 
（既に中期目

標を達成した）

  

１４ （５）国鉄清算業務 

・ＪＲに転籍の上国鉄清算事業本

部に再出向した者等も含めた同

本部の常勤職員数の抑制を図

る。 

・特定の大規模土地処分案件等に

ついては、プロジェクトチーム

を設置する等機動的で柔軟な組

織運営を図る。 

 

ＪＲに転籍の上国鉄清算事業本

部に再出向した者等も含めた同本

部の常勤職員数の抑制を図る。 

また、梅田駅（北）・吹田信号場

及び武蔵野操車場に係る土地処分

案件について、引き続きプロジェ

クトチームによる取組みを進め

る。 

３ 

年度計画どおり、順調に改善を

進めたことに加え、事業本部制

を廃止したことを評価する。 

 

１５ ２．国民に提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標

を達成するためにとるべき措置 

（１） 鉄道建設業務 

新幹線、都市鉄道線、民鉄線の

各々について、完成予定を達成で

きるよう、着実な進捗を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 投資効果の向上 

予定及び実施中の事業は、そ

 

 

 

 

新幹線及び民鉄線事業の各線に

ついては、引き続き着実な工事の

進捗を図る。 

 

都市鉄道利便増進事業の相鉄・

JR直通線については、引き続き着

実な工事の進捗を図り、相鉄・東

急直通線については、工事着手に

向けた諸手続きの準備を実施す

る。

常磐新線及びみなとみらい線に

ついては、開業後の工事を着実に

実施する。 

 

「コスト構造改革プログラム」

等に示す具体的施策の実施によ

４ 

・東北新幹線、九州新幹線の完

成年度の前倒し（2 年間）に対

応したことを評価 

 

・東北・九州新幹線、都市鉄道

線、民鉄線などについて、完成

予定を達成できるよう、着実な

進捗を図った。 

 

・整備新幹線建設事業における

工事のスピードアップを図るた

めの新しいトンネル施工技術の

開発と仙台空港線における新た

な生活空間の創造、周辺都市や

地域の活性化への貢献に対し

て、それぞれ土木学会技術賞を

受賞するなど、優れた実績を上

げていると評価できる。 
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の投資効果を高めるため、事業

内容について、工法、スペック

等の見直しを行う。 

り、引き続き事業の投資効果の向

上を図る。 

また、各分野での技術開発を積

極的に進めるとともに、工法、ス

ペック等の改善点について、その

実現方法、改善のあり方等につい

て検討を行う。 

 

 

 

 

 

１６ ② 入札及び契約の適正化の推進 

・入札及び契約手続における透明

性の確保、公正な競争の確保、

不正行為の排除の徹底等をより

一層推進する。 

 

 

・平成１６年度を目途に電子入札

の導入を図る。 

 

 

・工事の品質の確保を図る総合評

価方式の拡大を推進する。また、

更なる入札・契約手続きにおけ

る透明性、公正性、競争性の確

保を図るための施策について、

積極的に取り組む。 

・鉄道建設の機械装置等の製造請

負契約に係る競争入札について

も、平成 19 年度中に電子入札

の本格運用を図る。 

３ 

入札の改善が積極的に行われて

いる。 

 

１７ ③ 関係機関等との連携 

ア 鉄道事業者、地方公共団体等

の関係機関との緊密な連携を

図り、適時適切な事業内容の説

明、意見交換等を実施する。 

 

 

 

 

 

イ 鉄道構造物・設備の仕様等に

ついては、鉄道事業者との打ち

合わせ等を必要に応じきめ細か

く実施する。 

 

関係機関との緊密な連携を引き

続き図るために事業内容の説明、

意見交換等を実施する。 

 特に、都市鉄道利便増進事業に

ついては、まちづくり等の都市計

画との整合を図るとともに、利便

性の高い施設の設計や工事計画の

検討を行う。 

 

鉄道構造物・設備の仕様等につ

いては、ユニバーサルデザインに

配慮しつつ、将来の運行、維持管

理等を行う鉄道事業者との打ち合

わせ等を必要に応じきめ細かく実

施する。 

３ 

 システムとしての交通利便性向

上のため、なおいっそうの努力

を図るべきである。 
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１８ ④ 技術開発等 

ア 技術開発の推進 

技術開発にあたっては、各路

線のニーズに基づいたテーマ

を中期目標期間中において、７

０件以上選定し、計画的に新技

術の開発、導入に取り組む。 

 

 

平成 1８年度からの継続テーマ

の技術開発を推進していくことに

加え、建設路線のニーズ等に即し

た新規テーマを選定し、技術開発

に取り組む。 

４ 

・技術開発が設計・施工に反映

されるとともに、トンネル、橋

梁など多くの開発の成果につい

て、外部から高い評価を得た。

 

・計画を質・量ともに大幅に上

回っている。 

 

・特に土木学会賞は高く評価で

きる。またその他、日本産業技

術大賞、電気科学技術奨励賞な

ど、土木以外を中心とする分野

においても受賞しているのは評

価できる。 

 

 

学会以外の賞に関して、その賞

のレベルがある程度わかる説明

をすべきである。 

１９ イ 技術力の向上 

・中期目標期間中において、以下

の目標の達成を図る。 

○研修コース数 平均年 60

コース以上 

○受講者数   平均年 300

人以上 

・技術士、鉄道設計技士、一級建

築士等の資格取得を支援する。 

 

60 コース以上の研修に 300

名以上の職員を受講させる。 

また、若手及び中堅職員の業務

指導等の強化を図るとともに、既

資格取得者による業務指導を行う

等、資格取得の援助を行う。 

 

３ 

博士学位取得者が6名は評価で

きる。 

 

２０ ウ 品質の信頼性の向上 

設計基準、工事標準示方書、

工事監督要領等の見直し等を

行う。 

工事全般の品質の信頼性向上の

ため、設計基準の見直しについて

は、「NATM 設計施工指針」の改

定作業を完了させる。 

４ 

・品質の信頼性向上のための取

り組みに対し、外部から高い評

価を受けた。 

 

・鉄道建設工事技術者の技術力

向上支援のための講習会制度の

開設は評価できる。 

 

・保守の効率化とコストダウン

を図る技術開発に対して、文部

科学大臣賞を受賞するという優

・可動ブラケットに関しては、

技術開発に係る項目との区別が

困難であり整理が必要である。
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れた成果を上げていると評価で

きる。 

 

・設計指針の改定などの努力が

なされている。 

 

・請負者が行う工事の品質管理

への対応については、監事監査

の指摘を踏まえ、中間施工検査

のあり方についての検討を実施

するなど適切である。 

２１ ⑤ 受託事業等 

鉄道事業者、地方公共団体等

からの委託に基づき、鉄道に関

する工事並びに調査、測量、設

計、試験及び研究の受託事業を

積極的に推進する。 

受託件数については、中期目

標期間中において、５０件以上

を目指す。 

また、都市鉄道利便増進事業

については、整備主体としての

立場から、営業主体と協議を行

いつつ、採算見通し、事業リス

ク等について検討し、適切に取

り組む。 

 

鉄道事業者、地方公共団体等か

らの委託に基づき工事5件を含む

10 件以上の受託事業を実施す

る。 

調査業務については、ニーズを

把握し、地域交通活性化や交通計

画策定のための技術支援等、社会

に貢献することができる受託事業

の要請に適確に対応する。 

また、都市鉄道等利便増進法を

活用した新規整備事業について、

営業主体や地方自治体などの関係

機関と協議を行いつつ、採算見通

し、事業リスク等について検討す

る。 

 

３ 

技術力を必要とする事業を順調

に受託している。 

都市鉄道利便増進事業に関して

はさらに伸展させる努力をすべ

きである。 

２２ ⑥ 工事関係事故防止の推進 

請負工事における三大重大事

故ゼロを目指して工事関係事故

防止の推進を図る。 

このため、毎年度、重点実施

項目を定め、工事事故防止監査

を毎年２回実施するなど工事を

施工する請負者を指導し、工事

  

工事関係事故件数の減少に一層

努力するとともに、「死亡事故ゼ

ロ」、「第三者事故ゼロ」、「列車運

転阻害事故ゼロ」を目指す。工事

関係事故防止重点実施項目を設定

し、請負業者に周知徹底・指導し、

事故防止活動を推進する。 

４ 

・取組が各所で徹底してきたこ

とが見て取れる。 

 

・請負工事における三大重大事

故ゼロを目指して工事関係事故

防止の推進を図るために多くの

施策を実行した。 

 

一般労働災害とも比較して欲し

い。十分良いデータが出ている

のではないか。事故発生率は定

量的でわかりやすいので、もう

少し具体的な説明をすべきであ

る。 
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関係者が一体となった事故防止

活動を推進する。 

本社幹部による工事事故防止監

査を本年度中に2回実施するとと

もに、工事事故防止対策委員会を

2 回開催し事故防止の推進を図る

こととする。 

また、厚生労働省との連絡会議

において事故防止についての意見

交換を行うとともに、工事関係事

故防止連絡会議を年３回開催し、

事故防止活動の周知徹底を図る。

・工事関係事故防止重点実施項

目を設定し、事故発生率の改善

に継続的に努めていることは評

価できる。 

 

・機構における延労働時間あた

り事故発生率は、労働災害動向

調査と比較しても0.9と極めて

低いレベルにあり、優れた実績

を上げていると評価できる。 

２３ （２）船舶共有建造業務 

①  船舶共有建造業務を通じた国

内海運政策への寄与 

ア 

・物流高度化船舶の建造を促進す

る。 

・特にスーパーエコシップ船の普

及促進を図る。 

・ 中期目標期間中におけるス

ーパーエコシップ、モーダル

シフト船、バリアフリー化

船、物流効率化船の共有建造

隻数のうち、政策効果のより

高い船舶の建造比率を８

０％以上とする。 

 

・ 共有比率の見直しを行う。 

 

 

 

物流高度化船舶の建造を促進する。

特に、効率性及び環境負荷の軽減効

果に優れ、省人化が可能なスーパー

エコシップの普及促進を図る。ま

た、政策効果のより高い船舶の建造

を推進し、スーパーエコシップ等の

共有建造隻数のうち、政策効果のよ

り高い船舶の建造比率を80％以上

とするため、引き続きこれらの船舶

の建造に重点的に取り組む。また、

共有船建造等促進本部において、関

係者の連携・調整の強化と計画的な

対策の実施を推進する。 

・船舶共有建造業務の利用促進

を図り、環境対策、燃費低減等

の政策効果の高い船舶の増加が

着実に進んでいる。 

 

・事業量実績値が２年連続で予

算額を上回り、かつその中で政

策効果のより高い船舶の割合が

数値目標を 100%達成してお

り、当業務の国内海運政策への

寄与は優れていると評価でき

る。 

 

ＳＥＳはきわめて優れており波

及効果も高く、さらに事業を進

めることを望む。 

 イ 

・地域連絡会等の開催件数を中期

目標期間中３５件以上とする。 

・募集説明会における参加者数を 

中期目標期間中６５０人以上

とする。 

 

②金利設定方法の見直し 

  事業金利について、金利見直

 

地域連絡会等を７件以上開催す

る。また、平成２０年度の募集説

明会の実施に向け、募集要領、候

補地、日程等について予め十分な

検討を行う。 

 

 

事業者ニーズの多様化に応じ

４ 
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し型と金利固定型の選択制を導

入し、普及に努める。 

て、金利見直し型と金利固定型の

選択制・併用制の普及に努める。

２４ ③  船舶共有建造に係る申請手続

の合理化 

ア 共有建造申請に係る書類の

簡素化を図るとともに、申請書

類の電子化を推進する。 

 

 

共有建造申請に係る書類を電子

ファイルで受け付けられる体制を

維持する。 

適正に運用されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 共有建造申請から建造内定

までの標準処理期間を２ヶ月

以内とするとともに、適正な建

造審査を推進する。 

審査の迅速化に資するよう、チ

ェックシートを活用する等、適正

な建造審査を推進する。 

 

３ 

  

 

 

 

鉄道関係業務の資金移動（勘定

間繰入・繰戻）の適正な執行を、

建設勘定に対する繰入金等の審査

(現地又は書類)の実施、勘定間繰

入金等の審査に関する職員研修の

充実等により徹底し、誤処理を皆

無とする。 

適正に運用されている。 地方鉄道に関して、体質改善に

できるだけの支援をすべきであ

る。 

２５ （３）鉄道助成業務 

① 説明責任の履行及び透明性の

確保等 

ア 鉄道関係業務の資金の移動

（勘定間繰入・繰戻）の適正な

執行 

・勘定間繰入・繰戻の基準の作成、

公表 

・鉄道建設勘定に対する繰入金等

の審査の実施 

・審査マニュアルの整備と職員研

修の実施 

・勘定間繰入・繰戻確認業務の徹

底により誤処理を皆無とする 

イ 法令及び国の定める基準に

従った補助金交付等の適正な

執行等 

・法令及び国の定める基準に従っ

た適正な助成の徹底 

・全事業者に対する補助金等審査

の実施 

・審査マニュアルの整備と職員研 

 

 

 

 

法令及び国の定める基準に従っ

た補助金交付等の適正な執行等

を、補助金等の全対象事業者に対

する補助金等審査(現地又は書類)

の実施、補助金等の審査に関する

職員研修の充実等により徹底し、

誤処理を皆無とする。 

３ 
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 修の実施 

・補助金等受払い確認業務の徹底

により誤処理を皆無とする 

・標準処理期間の設定 

補助金等支払請求から支払

まで３０日以内 

国の補助金の受入から給付

まで７業務日以内 

 

 

 

 

 

 

 ウ 平成１５年度に第三者機関

を設置し､補助金交付等に係る

審査・評価体制の整備を図る。 

「鉄道助成業務の審査等に関す

る第三者委員会」の審議等を通じ

て、補助金交付等について一層の

透明性の確保を図るとともに、効

率的、効果的な実施に反映する。

 

  

２６ エ 新幹線譲渡代金、無利子貸付

資金等の約定等に基づいた確

実な回収 

既設四新幹線鉄道施設の譲渡代

金の回収 

平成 1９年度見込額 5,331 億

円 

無利子貸付金回収額  96.1億円

無利子寄託金回収額    1.6 億円

建設勘定からの繰入額 

79.7 億円

適正に運用されている。  

 オ 承継する既設四新幹線に係

る債務等について、約定に沿っ

た償還を図り、中期目標期間終

了時までに３８％以上縮減す

る。 

 平成 18 年度末に対する債務縮

減率13%（約定償還額4,193億

円） 

３ 

  

２７ ② 移転登記業務の着実かつ効率

的な実施 

既設四新幹線に係る土地等の

移転登記業務の可能な限り早期

の完了を図る。 

 

 

既設四新幹線に係る土地等の移

転登記業務の可能な限り早期の完

了を図る。 
３ 

適正に運用されている。 
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２８ （４）技術支援、調査研究開発及び

実用化、国際協力等業務 

① 業務の統合のメリット、総合

的な技術力を活用した技術支

援、調査研究開発、国際協力等

の業務の推進 

ア 地域における総合交通計画

の策定への協力等を図るため

の推進体制の確立 

イ パンフレット、ホームページ

等を通じた支援メニューの関

係者への積極的な情報提供 

ウ 交通事業者、地方公共団体、

第三セクター等の関係者との

協議システムの構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パンフレット類等により関係者

にとって魅力ある情報の積極的な

提供を継続的に実施する。 

各種会議に積極的に参加し、支

援メニューの提示を行うととも

に、シンポジウムの開催により、

定期的な情報交換を進める。 

３ 

適正に運用されている。  

２９ エ 鉄道建設分野等における海外

技術協力については、毎年専門

家の派遣を延べ４０人以上、研

修員の受け入れを延べ１３０人

以上目指し、海外プロジェクト

への技術協力などの要請に対し

て積極的に取り組む。 

専門家派遣を延べ 40 人以上、

研修員の受け入れを延べ 130 人

以上目指す。 

４ 

・カルフォルニア鉄道計画など

の海外技術協力において成果が

見られた。海外支援を積極的に

展開するためにも今後が期待さ

れる。 

 

・派遣・受け入れとも目標を大

幅に超えて達成していると共

に、規格の国際標準化のために

積極的に活動していることを評

価。 

 

・これまでの取組がさらに発展

しており、今後も十分に成果が

期待できる。 

 

・特に日本の新幹線システムの

カリフォルニアでの採用を目指

した取組に加えて、ジュネーブ

の IEC/TC9 において第一回標

車両や運行システムとも一体化

して、システムとしてさらに積

極的に海外普及に貢献すべきで

ある。日本の技術の海外普及は、

国民に夢を与え、理科離れ対策

の観点からも望ましい。 
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準化活動貢献者表彰を受けるな

ど、優れた活動を展開している

と評価できる。 

 

・中国関係、国際標準関連の活

動が著しい。 

 

・標準化は地道な仕事であるが、

その重要性は論を待たない。 

海外技術協力が積極的になって

きた点も評価できる。 

 

３０ ② 鉄道分野の技術力、調査能力

の総合的活用 

ア 地方交通計画支援システム

（ＧＲＡＰＥ）や鉄道財務指標

分析の活用等により、中期目標

期間中において、１０件以上の

技術的支援を行う。 

 

 

各種会議に参加し、支援等のニ

ーズを把握しつつ、技術力、調査

能力の PR を実施する。また、公

共交通活性化プログラム等に交通

計画支援システム（GRAPE）を

活用するなど、更なる支援要請の

発掘に努める。 

 

 

３ 

適切な支援がなされている。 総合交通政策の立場から協力に

進めるべきである。 

３１ イ 

・鉄道建設技術に係る各種学会等

の発表会への参加等により開

発成果の公表を年３５件以上

行う。 

・鉄道建設技術に関する開発成果

等について、毎年１回技術研究

発表会を開催する。 

 

開発成果等の公表を 35 件以上

行う。 

 

 

秋季に技術研究発表会を開催

し、成果の積極的公表を図る。 ４ 

・事業を主体とする組織にあっ

て、論文投稿 52 件や多数の研

究発表などの活動が非常に高い

と評価できる。 

 

・成果の公表の目標件数を大幅

に超えて達成していると共に、

土木学会等の論文賞を受賞する

など、質・量ともに優れた成果

を出していると評価できる。 

 

 

 

・毎年、多くの開発成果等の公

表を行っていることには大いに

評価する。しかし、毎年、目標

を上回っているように見受けら

れる。目標設定の基準を検討す

る必要がある。 
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３２ ③  船舶建造分野の技術力の活用 

ア 

・政策課題に対応した船舶、航路

や輸送ニーズに合った船舶、経

済性の高い船舶、旅客の快適性

や労働環境に配慮した船舶等

の建造に資する計画・設計段階

での技術支援の充実を図る。 

・また、建造管理及び就航後の技

術支援の充実を図る。 

  

 

目的別建造の技術基準を適宜見

直して事業者等に周知する。 

必要に応じて航路調査等を行

い、基本計画段階から技術支援を

行うとともに、建造管理並びに就

航後の技術支援の充実を図る。 

特に、SES１については、造船

所、内航海運事業者等に対し、技

術的知見やノウハウについて情報

提供するとともに、SES１の設

計、建造及び就航後の各段階にお

いて技術支援を実施する。 

４ 

 

・SESについては昨年も高い評

価であったが、今年は、その普

及と新たな開発を進めるなど、

極めて大きな成果があった。 

 

・ＳＥＳの環境負荷、燃費低減

効果は、予想以上の成果であっ

た。 

 

・SESの標準船型開発の技術支

援等により、省エネと環境負荷

の低減を実現した建造実績を上

げる一方で、SES普及のための

課題解決に積極的に取り組んだ

結果、船種・船型の多様化、同

型船の建造等が著しく促進され

るという、非常に優れた成果を

上げていると評価でき、これら

の諸活動に対しては、日本船舶

海洋工学会から Ship of the 

Year を、また日本物流団体連合

会から第8回物流環境大賞を受

賞している。 

 

 

・重点集中改革期間以降のＳＥ

Ｓ建造促進策について検討が必

要である。 

 

・船型の効果がｘｘ、プロペラ

の改善がｙｙ、といった感じで、

省エネルギーとなる基礎的な理

由を定量的に説明すべきであ

る。 

３３ イ 技術委員会の意見を踏まえ

た技術調査を中期目標期間中

１０件以上行う。 

2 件の技術調査を実施する。ま

た、技術委員会での意見を踏まえ

て平成２０年度に実施する技術調

査のテーマを検討する。 

３ 

2 件の技術調査を実施し、20

年度の技術調査を2件選定する

など予定どおりの実施を評価。

 

 

 

 

 

 

 

件数だけではなく、内容を良く

する努力にも期待する。 
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３４ ウ 

・外部研修への参加、内部研修の

開催、外部技術者との人事交流

等により技術支援に係るノウ

ハウの蓄積を図る。 

・技術調査等により蓄積された技

術ノウハウを活かした技術基

準、技術支援マニュアルの策定

を行う。 

平成 1８年度に計画した研修を

行うとともに、技術支援に有効な

研修テーマ等の調査を行い平成２

０年度の研修計画の立案を行う。

また、外部技術者との人事交流

については継続して行い、技術ノ

ウハウの蓄積を図る。 

なお、技術支援業務の効率化等

を図るため技術支援マニュアルを

必要に応じ見直す。 

３ 

工程管理の詳細化等の技術支援

マニュアル改正を実施するなど

予定どおりの実施を評価。 

 

３５ ④  高度船舶技術の研究開発支援

の推進 

ア 高度船舶技術の研究開発支

援テーマの重点化、高度化 

・高度船舶技術に係る研究開発助

成等の支援に当たっては、原則

として環境保全対策等政策目

的に適合し実証、実用化に至る

ことを念頭においたテーマと

する。 

・事業者等へのヒアリングを年間

平均６回以上実施し、民間にお

ける最新の技術開発動向を把

握する。 

 

 

 

 

「天然ガスハイドレート（ＮＧ

Ｈ）輸送船の研究開発」の助成を

行う。 

 

 

 

 

事業者へのヒアリングを１年間

に6回以上実施し、民間における

最新の技術開発動向を把握する。

将来のエネルギー需要を考慮し

た、適切なテーマ選択と助成が

なされている。 

 

 イ 高度船舶技術の研究開発支

援制度利用者の利便性向上 

・研究開発支援制度の詳細につい

て、ホームページ等で広く公開

する。 

・支援制度利用者の電子ファイル

により提出可能な書類の割合

を中期目標期間終了時までに

７０％以上とする。 

 

 

 

  

 ウ 高度船舶技術の研究開発支

援に係る客観性、透明性の確保 

・研究開発支援テーマの選考・評

 

 

技術審査委員会において支援対

３ 
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価等に際し、外部有識者による

支援対象事業の事業計画の審

査及び実施結果の評価を行う

とともに、その結果を事業に反

映させる仕組みを構築する。 

・助成金交付申請受付から国への

補助金交付申請までの標準処

理期間を３５日以内とする。 

・研究開発支援テーマ等は支援先

決定後３０日以内に、支援研究

成果は支援対象事業期間終了

後４５日以内にホームページ

で公開する。 

 

 

 

⑤高度船舶技術の実用化助成の推

進 

 ア 内航海運の効率化等に資す

る高度船舶技術の実用化助成

の実施 

 ・高度船舶技術に関する実用化助

成の実施にあたっては、内航海

運の効率化等政策目的に適合

し、実用化に至る技術を対象と

する。 

・事業者等へのヒアリングを年間

平均６回以上実施し、民間にお

ける最新の技術開発動向及び

その技術のニーズを把握する。 

 イ 高度船舶技術の実用化助成

に係る客観性、透明性の確保 

 ・助成対象技術の選考・評価等に

際し、外部有識者による助成対

象事業の事業計画の審査及び

実施結果の評価を行うととも

象事業の事業計画の審査及び実施

結果の評価を行い、事業に反映さ

せる。 

 

 

 

 

 

研究開発支援テーマ、支援先は

決定後 30 日以内に、研究成果は

同事業終了後 45 日以内に公表す

る。 

 

 

 

 

 

 

内航海運の効率化等政策的目的

に適合し、実用化に至る技術を実

用化助成の対象とする。 

 

 

事業者等へのヒアリングを年間

6 回以上実施し、民間における最

新の技術開発動向及びその技術の

ニーズを把握する。 

 

 

 

技術審査委員会において、助成

対象事業の事業計画の審査及び実

施結果の評価を行い、その結果を

事業に反映させる。 
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に、その結果を事業に反映させ

る仕組みを構築する。 

・助成対象技術、助成先は助成先

決定後３０日以内に、実用化助

成の結果は実用化助成対象事

業期間終了後４５日以内にホ

ームページで公開する。 

 

 ウ 高度船舶技術の実用化助成

制度利用者の利便性向上 

 ・実用化助成制度の詳細について

ホームページ等で公開する。 

 ・各種提出書類の電子ファイル化

や相談窓口の設置を進める。 

 

・毎年２回以上事業者への説明・

相談会等を実施する。 

 エ 高度船舶技術の実用化助成

の確実かつ効率的な実施 

・助成対象技術は機構との共有 

船舶に採用されるものに限る

とし、当該船舶における助成対

象業務の採用に係る助成及び

技術支援を連携して行うこと

により、高度船舶技術の実用化

助成を確実かつ効率的に実施

する。 

 

３（５）実用化助成業務 

民間からの出えん金を募り、

事業内容の充実を図る。 

 

 

 

助成対象技術、助成先について

は助成先決定後 30 日以内に、実

用化助成の結果については実用化

助成対象事業期間終了後 45 日以

内にホームページで公開する。 

 

 

 

実用化助成制度を紹介するホー

ムページ等について、利用者の利

便性の確保・向上を図る。 

 

 

事業者への説明・相談会等を年

間2回以上実施する。 

 

 

助成対象技術は、機構との共有

船舶に採用されるものに限るもの

とし、当該船舶における助成対象

技術の採用に係る助成及び技術支

援を連携して行うことにより、高

度船舶技術の実用化助成を確実か

つ効率的に実施する。 
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３６ ⑥ 社会のニーズに沿った基礎的

研究の推進 

運輸技術に関する社会のニー

ズに的確に対応する基本目標の

達成に資する基礎的研究を積極

的に推進する。 

ア 運輸技術に対する社会ニー

ズの総合的な検討体制の構築 

基礎的研究の具体的な研究

募集テーマの選定に当たって

は、外部能力を活用した検討体

制を平成１６年度までに構築

し、社会ニーズに的確に対応す

るとともに、研究資金の配分等

も含めて総合的に検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究募集テーマの選定に当たっ

ては、基礎的研究推進委員会を適

切に運営し、基礎的研究推進制度

の運営全般に関して総合的な検討

を行う。 

19 年度に採択する研究課題に

ついては、社会ニーズに的確に対

応した基礎的研究を採択し、着実

に実施していく。 

災害被害の軽減や事故防止、交

通における環境対策といった近

年社会問題となっている分野に

対する研究助成など基礎から、

応用まで適切な支援がなされて

いる。 

 

 イ 競争的資金制度の適切な運

用 

・研究課題の公募締切から研究契

約締結までの期間を９０日以

内とした上で、研究契約時期の

一層の早期化を図る。 

・競争的資金の効果を最大限に発

揮させるために必要となる制

度の柔軟な運用を図る。 

・若手研究者の積極的な申請の奨

励等の取り組みを進める。 

 

 

研究が十分かつ円滑に実施され

るよう、公募締切から研究契約締

結までの期間を 90 日以内とする

とともに競争的資金の効果を最大

限に発揮させるため、制度の柔軟

な運用を図る。 

 

また、若手研究者育成につなが

る若手研究者への特別支援措置を

引き続き実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ウ 公正で透明性の高い評価の

実施 

・第三者による評価を適切に実施

し、その結果を踏まえた研究資

金の配分への反映を行う。 

・評価要領を策定し、被評価者に

対し周知する。 

 

 

第三者による評価を評価要領に

基づき適切に実施する。 

また、中間評価については、4

段階の点数評価制度を適切に運用

して厳格な評価を行い、その結果

３ 
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・課題選定から審査及び評価に至

る実務について、平成１７年度

までに研究経験のある者（プロ

グラムオフィサー）及びそれら

を統括する研究経歴のある高

い地位の者（プログラムディレ

クター）が責任をもって遂行す

る体制を構築する。プログラム

ディレクターについては発足

段階において配置する。 

 

 

を踏まえて研究資金の配分を決定

する。 

３７ エ 研究成果の普及、活用促進 

・研究成果発表会等を年２回開催

する。 

・中期目標期間中の特許出願件数

を２０件以上、外部への研究成

果発表件数を２２０件以上と

する。 

・ホームページの充実・活用等に

より、積極的に研究成果の普

及、活用促進を図る。 

 

研究成果発表会等を2回開催す

るとともに、特許出願件数及び外

部への研究成果発表件数について

は、研究者に対し出願及び発表の

促進を図る。 

 

また、ホームページ等について

は研究評価結果などの情報につい

て内容の充実を図り、一定の成果

が得られた研究については、研究

機関と共同でプレス発表する。

 ４ 

・発表会や特許出願件数等の目

標値を大幅に超えて達成した。

 

・研究の開発・設計・応用・実

用化を着実に進めた結果、交通

事故防止や環境保全等に関して

優れた研究成果を上げていると

高く評価でき、そのなかには学

会賞を受賞した研究や多くのメ

ディアによって注目された研究

も含まれている。 

 

選択された研究課題によって着

実な成果が得られている。 

 

・質、量ともに優れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特許については、出願ばかり

でなく、取得・取得後の利用状

況・休眠状況などもフォローし、

社会への貢献状況も明確にする

ことが望ましい。 

 

・運輸分野の唯一の競争的研究

資金として、応用に近い分野だ

けでなく基礎的な分野にも配分

すべきである。そのため、萌芽

的な課題に対しては、過度に成

果のみを評価することのないよ

うに配慮が必要である。 
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 （５）造船業構造転換業務 

交通政策審議会における審議結

果を踏まえ、造船所跡地等処分計

画を策定するとともに、進捗状況

を毎年度明確化する。 

 

 

－ 
（既に中期目

標を達成した）

  

３８ （６）国鉄清算業務 

① 年金費用等の支払の法令に則

った適正な執行 

旧国鉄職員の恩給の給付に要

する費用、旧国鉄職員の年金の

給付に要する費用等の各年度に

おける必要負担額について、円

滑かつ確実に支払を実施する。 

 

 

 

 

旧国鉄職員の恩給の給付に要す

る費用等の平成 1９年度における

必要負担額については、関係法令

に則り年度内に円滑かつ確実に支

払を実施する。 

３ 

適切に事業が進展したほか、ア

スベスト施策について積極的な

周知を図ったことを評価。 

 

３９ ② 株式処分の円滑な実施 

・既上場のＪＲ株式について、株

式市場の状況、経済の動向、経

済財政政策との整合性等にも留

意しつつ、適切に処分する。 

 

・未上場のＪＲ株式について、各

社とも、今後の経営状況等を見

極めつつ、適切な処分方法の検

討を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

未上場のＪＲ株式について、各

社の経ｓ営状況等を見極めつつ、

適切な処分方法の検討を進める。

３ 

適切に事業が進展。梅田、武蔵

野の 2 大プロジェクトについ

て、地方自治体等との協議・調

整を積極的に行うなどして最終

的な処分に向けて着実に前進し

た効果は大きい。 
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③ 土地処分の円滑な実施 

・土地処分について、平成１０年

２月の閣議決定を踏まえ、平成

１５年度末を目途に終了させる

べく、用地売却の促進など事業

の更なる効率化、適正化を図る。 

・特別な事情により平成１５年度

までに処分が終了しなかった土

地については、可能な限り早期

の処分を図ることとし、処分に

地方公共団体との調整を要する

もの等を除き、中期目標期間終

了時までにすべて終了する。 

・毎年度、土地処分見通しを年度

計画において示すとともに、毎

年度終了時に進捗状況をレビュ

ーし、当該レビューの結果を次

年度以降の業務に反映する。 

・土地処分を効果的に推進するた

めに行う基盤整備工事について

は、長期的な収支の改善に資す

ると認められる場合に実施する

こととし、工事に際しては、可

能な限り経費節減を図るなど適

切に実施する。 

 

地方公共団体との調整を要する

もの等を除き、平成 19 年度にす

べてを終了すべく、二大プロジェ

クト（武蔵野操車場、梅田駅（北）・

吹田信号場等）の更なる進捗を図

るとともに、その他の物件につい

ても一層の工夫を重ねた取組みを

図ることとする。 

武蔵野操車場の三郷市域につい

ては、開発行為による面的整備工

事を行い、引渡しの手続きを進め

る。     

また、吉川市域については、都市

計画決定に向けて、関係機関との

協議、調整を進める。 

梅田駅（北）は、先行開発区域

の土地購入者への引渡しを完了さ

せ、残された土地の効果的な処分

に向け具体的検討を開始する。ま

た、梅田駅（北）の貨物機能を吹

田信号場、百済駅へ移転するため

の工事について着実な進捗を図

る。 

 

 

  

４０ ３．予算、収支計画及び資金計画 

（１）予算、収支計画、資金計画 

 

年度計画を適正に実施する。 

３ 

適切に事業が進展。 
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４１ （２）総括的業務 

・資金調達にあたって、毎年度の

資金計画を策定し、柔軟な調達

等により、資金調達コストの抑

制を図る。 

 

経理資金部による資金の一元的

管理を通じ、勘定間融通を含めた

短期資金の調達および多様な長期

資金を併用した柔軟かつ効率的な

資金調達を行う。 

また、資金関係計数のデータベ

ース化を進めることにより、調達

構造の最適化に向け努力する。 

 

３ 

コスト低減の努力は大きい。  

４２   財投機関債等による市場からの

資金調達をさらに推し進める。 

民間借入れにおいてもシンジケー

トローン等を拡充することによ

り、調達コストの抑制に努める。

 

３ 

コスト低減の努力は大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４３ （３）船舶共有建造業務 

① 資金調達コストの低減化 

  事業資金調達コストの低減化

を図る。 

② 適正な事業金利の設定 

健全な事業運営と政策課題に

対応した船舶の建造促進のた

め、適正な事業金利を設定する。 

 

 

 

 

全体的な事業金利水準の見直し

及び事業者ニーズの多様化等に応

じて金利見直し型と金利固定型と

の選択制・併用制の普及に努め、

金利体系の毎年見直し等により、

適正な事業金利を設定する。 

３ 

適切に実施。  

４４ ③  未収金の発生防止及び回収促

進等 

平成２８年度までのできる限

り早い時期に未収金の処理を終

了する。 

ア 中期目標期間における未収

発生率を８．２％以下とする 

イ 未収金の回収を適切に進め、

 

 

 

 

 

平成 1９年度の未収発生率を２.

７％以下とする。 

 

４ 

・かなり厳しい状況の中で、未

収金の発生防止及び回収促進等

に大きな成果が得られたと認め

られる。 

 

・策定したリスケ計画を順調に

実行した結果、未収金発生率を

計画の半分の 1.3%にまで抑え

一部フェリー業者の経営悪化の

状態が報告されているが、これ

らの業者に対して、交通政策上、

別途、補助などの必要性はない

のか。未収金だけに言及すべき

でない。 

 

・未収発生率の低下と未収金残
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中期目標終了時に未収金残高

を２７０億円以下とする。 

重点集中改革期間中に累計

５０億円程度の債務超過額の

縮減を見込んでいることから、

このための措置を実施する。 

平成 1９年度末における未収金

残高を 1３2 億円以下とするとと

もに債務超過額の縮減に向けた取

組みを行う。 

るという優れた成果を上げてお

り、高く評価できる。 

 

・未収金の発生に関して改善が

認められる。ただし、未収金が

ないのが当たり前の観点で今後

も望んでほしい。 

高の減少への努力は認められ

る。今後の一層の未収金回収進

捗を期待する。 

 

 

４５ ④ 繰越欠損金の適正な処理 

「見直し方針」策定後新たに増

加した分を含め、債務超過額の

縮減を進める。 

船舶勘定の経営改善のため、人

件費削減、経費節減等により一般

管理費を縮減する。 

「見直し方針」の着実かつ計画

的な実施および事業金利体系の見

直し等により、平成 19 年度にお

ける繰越欠損金の処理を着実かつ

適正に行い、債務超過額の縮減を

進める。 

４ 

・かなり厳しい状況の中、適切

かつ大きな改善がなされた。 

 

・債務超過の見直し方針目標額

を上回る優れた改善成果を上げ

ていると評価できる。 

 

「見直し方針」に沿った経営努

力は認められる。繰越欠損金の

削減努力を継続し、出来るだけ

早期に債務超過から脱却の目処

をつけることを期待する。 

４６ 

 

（４）既に廃止された改造融資業務

等の適正な処理 

債権の管理及び貸付金等の

回収を適切に行う。 

 

 

 

債権の管理及び平成 1９年度に

回収予定の貸付金等の回収を適切

に行う。 

 

 

 

３ 

適切に処理。  

 （５）実用化助成業務 

   民間からの出えん金を募り、

事業内容の充実を図る。 

 

 

民間からの出えん金を募り、財

政基盤強化による事業内容の充実

を図る。 

－ 

（２（④）④、

⑤と併せて評

価） 

  

４７ （６）造船業構造転換業務 

造船業構造転換納付金の徴収に

係る捕捉率を１００％とする。 

 

納付金の徴収に係る捕捉率

100％を維持する。 

 

 

 

 

 

３ 

適切に処理。  
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４８ （７）内航海運活性化融資業務 

新規の融資及び貸付金の回収を

適切に行う。 

平成 1９年度に実施される新規

の融資及び貸付金の回収を適切に

行う。 

 

 

 

 

 

３ 

適切に処理。  

４９ ４．短期借入金の限度額 

単年度１１０，０００百万円と

する。 

平成 1９年度における一時的な

資金不足等に対応するための短期

借入金の限度額は、110,000 百

万円とする。 

 

 

 

 

３ 

適切に処理。  

 ５．重要な財産を譲渡し、又は担保

にする計画 

該当なし 

－ － 

  

 ６．剰余金の使途 

① 高度船舶技術に係る研究開発

支援業務の充実 

② 運輸技術に係る基礎的研究業

務の充実 

③ 過去に会社整理を行った譲渡

線に係る債務償還及び建設勘定

における管理用施設（宿舎に限

る）の改修（宿舎収入による剰

余金に限る） 

 

剰余金が発生した場合には、独

立行政法人通則法及び中期計画に

従い、適切な処理を行う。 

 ー 

（実績なし）

  

   ７．その他業務運営に関する重要事

項 

（１）施設及び設備に関する計画 

該当なし 

 

― 
― 

 （２）人事に関する計画 

業務運営の効率化、外部能力の

活用による計画的削減等により人

 

一般管理費については、平成

19 年度において平成 14 年度比

（１．（１）② 

ウ参照） 
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員を抑制する。 

（参考１）期初の常勤職員数 

      １，８９１人 

期末の常勤職員数の見込み 

      １，７７０人 

（参考２）人件費削減の取り組みに

よる前年度予算に対する各年度の

人件費削減率は以下のとおり。 

 
 

で 13%程度に相当する額の削減

を目指し、抑制を図る。 

特に船舶共有建造業務及び技術

支援業務については、見直し方針

を踏まえ、人件費削減、経費節減

等により、一般管理費の削減を着

実に実施する。 

５０ （３）契約に関する計画 

鉄道建設工事の発注にあたって

は、「官公需についての中小企業

者の受注の確保に関する法律」

（昭和４１年法律第９７号）に基

づき、中小企業者の受注機会の確

保を図る。 

平成 1９年度における鉄道建設

工事の発注にあたっては、引き続

き、中小企業者の受注機会の確保

を図る。 

 

 

 

 

３ 

適切に処理。  

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 
５点：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。 
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４点：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。 
３点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 
２点：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。 
１点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められない。 
・必要な場合には、右欄に意見を記入する

18年度 19年度 

△ 1.33％ △ 1.76％ 



 

平成１９年度業務実績評価調書：独立行政法人鉄道建設･運輸施設整備支援機構 
 

総合的な評定 
 
 

業 務 運 営 評 価（実施状況全体） 
 

 
極めて順調 順 調 概ね順調 要努力 評定理由 

  
○ 

   各項目の合計点数＝１６３ 

 項目数（５０）Ｘ３＝１５０ 

 下記公式＝１０９％ 

＜記入要領＞・個別項目の認定結果をもとに、以下の判断基準により、それぞれの欄に○を記入する。 
・（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が１２０％以上である場合には、「極め

て順調」とする。 
・（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が１００％以上１２０％未満である場合

には、「順調」とする。 
・（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が８０％以上１００％未満である場合に

は、「概ね順調」とする。 
・（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が８０％未満である場合には、「要努力」

とする。 
但し、評価の境界値に近接している場合であって、法人の主要な業務の実績に鑑み、上位

又は下位のランクに評価を変更すべき特段の事情がある場合には、理由を明記した上で変更

することができる。 
 

総 合 評 価 
 

（法人の業務の実績） 

 

中期目標・中期計画の達成に向けて、各業務について全般的に着実、順調に業務を実施していると評価で

きる。その中でも以下の項目については、特に優れた実績が認められる。 

 

・鉄道建設について、トンネル、橋梁などの建設に際して、コストや工期の縮減などを目指した新しい技

術を積極的に開発すべく、機構が中心となって関係事業者、建設会社等の機関とのコーディネートを強力

に展開した結果、評価に値する成果をあげた。 

 
・鉄道建設に関連し、我が国が世界に誇る高速鉄道技術の積極的な海外展開を側面支援する取組を進めて

いる。 

 

・船舶共有建造において、大幅な省エネ効果のあるSESの今後の普及に向け、意欲的・積極的に取り組ん

でいる。 

 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

 

・技術開発以外の業務における成果についても国民に分かりやすく情報発信していく必要がある。また、

発注や契約等の実施状況について一層積極的に情報公開すべきである。 

 

・保有資産の見直し、資産の有効活用に関し、宿舎の集約化について検討を進めるなど、引き続き積極的

に取り組むべきである。 

 

・随意契約の見直しについては、従来の随意契約の一般競争入札等への移行を進め、進捗状況について周

知に努めるべきである。 
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・我が国の鉄道技術の海外展開に対し、機構の建設ノウハウ等を車両や運行、営業システムとも一体化さ

せながら、さらに積極的に貢献して欲しい。 

 
・船舶共有建造に関し、SESを対象とした船舶使用料の軽減措置は５年間の暫定的な措置とされているこ

とから、今後の対策について検討するべきである。 
 

（その他推奨事例等） 

 

・関連法人への補助・取引等及び再就職の状況については、ホームページにおいて公表されている。引き

続き、適正に遂行していることへの理解を広げることが重要である。 

 

・特例業務における特定関連会社については、予定どおり２０年度末に解散するよう、諸手続を着実に進

められたい。

 

 

29 


